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（別紙２） 

 

３．助成対象事業の成果（結果） 

 

【事業名】事業名のほか、Ａ事業①②、Ｂ事業の別も記入してください。 

 

Ａ事業② 晴れの国おかやま地域活性化事業 

 

＜情報発信事業＞ 

【目的〈課題認識、方向性、目標、事業実施計画等〉】 

当財団が実施する様々な支援事業や国・県・市の施策、中小企業者等の商品・製品等の企

業情報、企業・大学等の研究成果情報等、中小企業者にとって価値のある情報をよりわかり

やすく提供ことを目的として、機関紙及びホームページを活用する。活用事例等を紹介する

ことで各支援事業の理解度が深まり、広く周知することができる。 

またメールマガジンを定期的に配信することでタイムリーな情報を提供する。中小企業者

等はより多くの情報を取得することができ、様々な課題解決に繋げることができる支援を受

けることが可能となり、企業活動の幅を広げることができる。 

 現状の利用者は県内事業所の1割にも満たない状況であることから、情報誌の読者数や

メールマガジンの受信者数を延べ5,000者を目標とし利用者の増加に繋げる。 

 

【成果（結果）〈実施事業の内容・実績、実施した結果生まれた新たな課題等〉】 

 ・情報誌の発行（年６回）  別添冊子のとおり 

 ・財団ホームページへの掲載 

 ・メールマガジンの配信（毎週火曜日） 

(課題等) 

 本事業において、重点掲載検討分野を新たに設定したことで紙面の企画・構成がスムー

ズに行うことが可能となった。しかし、コロナ禍で年６回の発行を行っている機関紙で

は、タイムリーな話題を掲載することができないため、ホームページ及びメールマガジン

との連携、活用の再構築が必要である。また、行政及び他の支援機関ともさらに強固な連

携をとる体制整備も喫緊の課題である。 

  

【評価〈目標の達成度〉、数値の検証等】 

 １．重点掲載検討分野掲載実績 

  ①事業承継（全国的な問題であり、県内においても大きな課題） 

     ２ 回 

  ②県産品（企業の「稼ぐ力」を強化するためには広くPRし、販路開拓が重要） 

     ３ 回 

  ③働き方改革（長時間労働解消や正規・非正規の格差是正等クリアすべき課題が山積） 

     ５ 回 

  ④人手不足（企業の労働力不足は深刻で外国人労働者に依存） 

     １ 回 

  ⑤SDGs（中小企業の取り組みが課題） 

     １ 回 

 それぞれの内容については、当財団の実施実績と連携しながら、課題に対して支援事業を

活用し、課題解決を行ったうえで、円滑に事業活動を行っている企業を取材。制度と現場の

声をより現実的につたえることで、支援内容についても問い合わせもあった。重点分野を設

定することで読者のニーズと一致し、事業活用企業の増加が期待される。 

 

２．ＨＰ及びメールマガジンの利用者 

  ・メールマガジン登録件数：４，１９３名（３月末時点） 

  ・ＨＰアクセス数：約５０万ページビュー 

  コロナ禍で各種補助金関係の情報収集を目的として、毎週火曜日に配信しているメール
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マガジンの有用性が登録増加及びそれと連携したＨＰへの誘導がアクセスの増加につながっ

ていると考えられる。 

 

【今後の進め方〈波及効果を含めて〉をどうするのか】 

情報発信を行う内容、理解度を高めるための構成や表現に変えていくことで支援事業の有

効な活用を促すことができる。機関紙とホームページ、メールマガジンのそれぞれの役割を

県内企業に広く周知し、すべてを活用することで、より多くの情報を得ることができ、自社

にあった支援事業を活用することが可能となる。それは、販路開拓や新分野への進出、経営

の革新、人材育成につながり活発な企業活動が実施できる。 

また、国、県、市町村や他の支援機関等と連携をとりながら、各種支援情報の発信源とし

て活用される情報提供ツールとして生かしてしていくことを目指す。 

 

＜販路開拓＞ 

 

【目的〈課題認識、方向性、目標、事業実施計画等〉】 

 地域資源を活用した農林水産加工品をはじめとする岡山県産品について、国内・海外での

販路拡大を目指すためには、ニーズ・嗜好にマッチした売れる商品づくり・魅力ある商品づ

くりが不可欠である。そのため、十分なマーケティングと商品のブラッシュアップを続けて

いくことが重要であるが、岡山県内の食品製造事業者等が独自に行うことは難しいのが現状

である。 

 令和元年度のＢ事業において発生した課題について、今回の事業で行う専門家派遣のほ

か、県が主体となって形成しているプラットフォームを活用し、県内の各支援機関が持つ支

援制度（セミナー、巡回支援等）へ繋げ、継続した支援を行っていく。 

また、大型見本市への出展やバイヤーズミーティングを通し「売れる商品づくり」に向け

た商品改良、大都市圏での消費者ニーズ等の情報収集を行う。 

これらによって、ブラッシュアップされた商品について、岡山県内開催する仕上げの商談

会を「商品評価の場」として活用する。また、バイヤーとの面談を可能な限り完全予約制と

し、数多くの成約を目指すとともに、有益な情報を入手する場とする。 

併せて、全参加事業者の商品の個別展示を行い、個別商談を行わないバイヤーに対する

「アピールの場」とし、フリー商談にもつなげる。 

 

【成果（結果）〈実施事業の内容・実績、実施した結果生まれた新たな課題等〉】 

 上記の事業計画に基づき事業実施を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響を受け、開催方法を対面式からオンライン方式への変更して実施した。 

 

（１）関西圏見本市出展支援 

   ・展 示 会  フードストアソリューションズフェア2020 

   ・日  時  令和2年11月18日（水）～19日（木）10：00～17:00 

   ・場  所  インテックス大坂 3号館・4号館内 

・出展企業  22社 

・来場者数  （展示会事務局報告）7,886人 

（第１日目：4,184人、第２日目：3,702人） 

   ・商  談  商談成立：32件 

          継続交渉：61件 

           （3か月後調査結果） 

 

（２）バイヤーズミーティングの開催 

   ・日 時   令和2年10月15日（木）10:00～17:30 

・場 所   テクノサポート岡山 小会議室②（岡山市北区芳賀5301） 

・参加者   事業者：10社 

専門家： 3名 

   ・内 容   未完成の商品に対して原材料・製造方法・仕様（サイズ・価格・温度 
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帯等）・パッケージ（一括表示含む）・トレーサビリティ・商談カル 

テ等のポイントから個別指導・改善提案をいただいた。また、商品に 

対するアドバイスだけでなく、体制・商品の販売方法など経営指導に 

近い部分からも個別指導を行った。 

 

（３）県内商談会 

   ・商談会名  フードマッチングフェア・オンライン2021 WINTER in おかやま 

   ・日  時  特設サイト公開期間：令和3年1月18日（月）～ 3月31日（水） 

商談会期：令和3年2月15日（月）～19日（金） 

（予備日：2月24日（水）、2月26日（金）） 

   ・実施方法  参加セラーの商材・企業情報を掲載した特設サイトの公開 

ZOOMを使用し、指定面談でのオンライン商談を実施 

・参加者者  セラー  ：44社     

          バイヤー ：21社 

   ・商談件数  133件 

           商談成立：14件 

           見積依頼：47件 

           継続交渉：46件 

 

（４）専門家派遣 

   ・実施件数  7者（11回） 

      

【評価〈目標の達成度〉、数値の検証等】 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、商談会およびバイヤーズミーティングの開

催方法等を変更せざるを得なかったが、下記のとおり、概ね目標を達成することができた。 

 

目標値 結果 検証等 

成約率10％ 19％ 

関西圏見本市出展支援、商談会の成約率

は、全商談数232件に対して46件の商談成

立に至っった。 

商談会参加 

バイヤー：45社 

セラー：75社 

 

バイヤー：21社 

セラー：44社 

 

オンライン展示・商談会方式に変更した

ため、目標者数は達成できなかったが、

商談率は向上しており、有益な取り組み

となった。 

新 規 事 業 者 参 加 

10％ 
47％ 

R元年度B事業にて実施した商談会に比べ

て、参加事業数は減少したが、新規事業

者参加率は増加した。 

岡山県アンテナ

ショップへの新規

提案商品の増加 

８社商品提案に繋

がった 

商談会を通じ、岡山県アンテナショップ

へ８社商品提案した。 

 

 

【今後の進め方〈波及効果を含めて〉をどうするのか】 

 商談会、バイヤーズミーティング、展示会、専門家派遣等で売れ筋商品を生み出す環境を

整備し、岡山県の知名度向上、インバウンドを含めた観光客の増加に繋げる仕組み作りを計

画していた。 

しかし、新型コロナウイルス感染拡大の影響から状況は一変し、展示会・商談会の中止や

開催手法の変更が相次ぎ、食品製造中小企業事業者においても、卸・小売の仕入担当者（バ

イヤー）などとの商談の機会が失われており、中小企業事業者は大きな打撃を受けることと

なった。 

一方で外出自粛などによりECや通信販売による販売が増加しているなど、販売チャネルの

多様化とともに新たな市場が拡大してきているが、多くの中小企業事業者においては、新た
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な市場への対応ができていない等の課題も見えてきている。 

今後は、今年度実施した支援を継続しつつ、コロナ禍においても継続した販路開拓の機会

の創出を目指し、オンライン・対面のハイブリット商談会、大型見本市出展、専門家による

支援の実施。また、これらのデータ収集・活用した支援から市場ニーズへの対応を目指す。 

 

注１）上記項目について詳細に記載してください。 

注２）成果（結果）の内容について、別途、お伺いすることがあります。 

注３）成果物(報告書・アンケート集計物・DVD等)、記録用写真等があれば提出してくださ

い。 

 


